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社団法人 熊本県労働基準協会定款 
 

昭和４１年７月１日制定 

昭和４４．４６．５２．５５．５６．５７．６０．年度通常総会において一部改正 

平成７．１２．年度通常総会において一部改正 

平成１８年度通常総会において一部改正 

 

第 一 章  総   則 

 

（名 称） 

第 １ 条 本会は、社団法人熊本県労働基準協会と称する。 

 

（事務所） 

第 ２ 条 本会は、事務所を、熊本市に置く。 

 

（目 的） 

第 ３ 条 本会は、会員相互の連絡提携により、労働基準法、および関係法規の普及に協    

力するとともに、労働条件の改善、及び労働安全、衛生の向上のための活動を推

進することによって、労働者の福祉の増進をはかり、あわせて労働生産性の向上

と健全な産業の興隆に寄与することを目的とする。 

 

（事 業） 

第 ４ 条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行なう。 

   １．産業安全、労働衛生、賃金、労働時間その他の労働条件の改善に関する調査、

研究及び指導 

   ２．労働者の福利厚生及び能率増進方策の研究 

   ３．各種講習会、講演会、研究会、座談会等の開催 

   ４．諸調査研究及び各種資料の蒐集 

   ５．機関誌の発行 

   ６．その他本会の目的達成のために必要な事項 

 

（部 会） 

第 ５ 条 本会は、前条の事業を行うため、次の部会を置き、次のとおり本会の業務を分

担する。 
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   １．総務部会 

     総務部会は、本会の事業実施について、各支部及び各部会の連絡協調を図り、

併せて、機関誌の発行その他の事務を処理し、その他、他の部会に属さない業務

を担当する。 

   ２．安全衛生部会 

     安全衛生部会は、産業安全、労働衛生に関する調査、研究、及び、これが対策

の樹立、並びに会員事業場における安全衛生管理活動等の促進に関する業務を担

当する。 

   ３．賃金部会 

     賃金部会は、賃金に関する調査、研究、及び指導、並びに会員事業場に対する

これが周知に関する業務を担当する。 

   ４．労務部会 

     労務部会は、労務管理全般に関する調査、研究、及び指導並びに会員事業場に

対するこれが周知に関する業務を担当する。 

   ５．労災部会 

     労災部会は、労働者災害補償に関する事項の調査、研究、及び指導、並びに会

員事業場に対するこれが周知に関する業務を担当する。 

 

第 二 章  会   員 

 

（会員の種別） 

第 ６ 条 本会の会員は、次の通りとする。 

   １．正会員。本会の趣旨に賛同し、加入した労基法適用事業場又はその団体。 

   ２．賛助会員。前号以外の個人、又は団体であって、本会の趣旨に賛同し、理事会

の承認を得て加入した者。 

 

（入 会）  

第 ７ 条 本会の会員となるには、所定の入会申込書を支部長を経由して会長に提出しな

ければならない。 

 

（会 費） 

第 ８ 条 会員は、別に定めるところにより、会費を納入しなければならない。 

 

（退 会） 

第 ９ 条 本会の会員は、その申出によって、退会することができる。 

   ２ 会員は、次の場合、退会したものとみなす。 
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（１） 死亡又は解散、もしくはこれに類する事実が生じたとき。 

（２） 会費を、２年間納入しないとき。 

（除 名） 

第１０条 会員に、本会の名誉を毀損し、又は本会の目的に反するような行為があったと

きは、総会の議決により、これを除名することができる。 

   ２ 前項の規定により、除名された会員には、その旨を通知する。 

 

第 三 章  役  員  等 

 

（役員の種別及び員数） 

第１１条 本会に、次の役員を置く。 

     会 長  １名 

     副 会 長  ５名以内 

     理 事  ４０名以上６０名以内 

     部 会 長  ５名以内 

     専務理事  １名 

     監 事  ３名以内 

 

（役員の選任） 

第１２条 会長、副会長及び部会長は、理事会において互選する。 

   ２ 理事及び監事は総会の議決によって会員のうちから選任する。 

   ３ 削除 

   ４ 専務理事は、理事会の承認を得て会長が選任する。 

   ５ 理事及び監事は、互いにこれを兼ねることはできない。 

 

（役員の職務） 

第１３条 会長は、会務を総理し、本会を代表する。 

   ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、会長が予め定めた順位に

より、その職務を代行する。 

   ３ 専務理事は、会長、副会長及び部会長を補佐し、会長の命を受けて業務を処理

する。 

   ４ 各部会長は、会長の命を受けて部会の職務を行う。 

   ５ 理事は理事会を組織し、職務を執行する。 

   ６ 監事は、民法第５９条の職務を行う。 
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（役員の任期） 

第１４条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

   ２ 補欠のため、就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

   ３ 役員は、その任期が満了しても、後任者が就任するまでは、その職務を行なう

ものとする。 

 

（役員の解任） 

第１５条 役員に、本会の名誉を毀損し、又は本会の目的に反するような行為があったと

きは、総会の議決により、これを解任することができる。 

 

（顧問、相談役及び参与） 

第１６条 本会に、顧問及び相談役並びに参与を若干名置くことができる。 

   ２ 顧問及び相談役並びに参与は、会長が理事会の承認を経て委嘱する。 

   ３ 顧問及び相談役は、本会の重要事項について、会長の諮問に応じて、意見を述

べるものとする。 

   ４ 参与は、会長の求めに応じて、本会の業務に参画するものとする。 

   ５ 任期は２年とし、再任を妨げない。 

 

（報酬又は費用の弁償） 

第１７条 顧問、参与及び役員は総会の議決を経て、別に定めるところにより費用の弁償

を受けることができる。 

 

第 四 章  会   議 

 

（会議の種類） 

第１８条 会議は、総会及び理事会とする。 

 

（総 会） 

第１９条 総会は、これを通常総会、及び臨時総会とに分ける。 

   ２ 通常総会は、毎年１回事業年度終了後２ヶ月以内に開催する。 

   ３ 臨時総会は、会長又は理事会が必要と認めたときに開催する。監事又は３分の

１以上の会員から会議の目的たる事項及び事由を示して開催を求められたときは、

会長はこれを拒むことはできない。 

 

（構 成） 
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第２０条 総会は、会員をもって構成する。 

     但し、予め支部総会において選出された代議員をもって構成することができる。 

   ２ 理事会は理事をもって構成する。 

 

（総会の招集及び議長） 

第２１条 総会は、会長がこれを招集する。 

   ２ 総会の招集は、少なくとも総会の７日前までに、その会議の目的たる事項、日

時及び場所を記載した文章をもって、会員に通知しなければならない。 

   ３ 総会の議長は、出席した会員のうちから選任する。 

 

（総会の定足数） 

第２２条 総会は、会員総数の過半数の会員が出席しなければ、これを開会することはで

きない。 

 

（総会の議決） 

第２３条 総会の議事は、この定款に別段の定めあるものを除き、出席会員の同意をもっ

て決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（総会の表決等） 

第２４条 やむを得ない理由のため総会に出席できない会員は、予め通知された事項に限

り、他の会員を代理人として委任することができる。この場合、前２条の規定の

適用については、出席したものとみなす。 

 

（総会の議決事項） 

第２５条 総会は、この定款に別段の定めあるもののほか、次の事項を審議決定する。 

（１） 毎事業年度の収入、支出の予算及び決算並びに事業報告及び事業計画 

（２） 財産の処分 

（３） 予算を伴わない権利の放棄又は義務の負担 

（４） 定款の変更 

（５） 会費の徴収額及び方法 

（６） 前各号のほか、この法人の運営に関する重要な事項 

２ 予算の執行に当り、補正予算の編成の必要を生じたときは、理事会の決定によ

り仮にこれを執行し、次期総会において承認を受けなければならない。 

 

（理事会の招集及び議長） 

第２６条 理事会は、会長が招集する。 
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   ２ 理事会の招集は、少なくとも５日前までに、その会議の目的たる事項、日時及

び場所を記載した文書をもって、通知しなければならない。 

   ３ 前項の召集通知は、緊急やむを得ない場合においては、会議の前日までに通知

すれば足りる。 

   ４ 理事会の議長は、会長がこれにあたる。 

 

（理事会の定足数） 

第２７条 理事会は、理事総数の過半数の理事が出席しなければ、開会することはできな

い。 

 

（理事会の議決） 

第２８条 理事会の議事は、出席理事の過半数の同意をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

 

（理事会の表決等） 

第２９条 やむを得ない理由のため、理事会に出席できない理事は、予め通知された事項

について他の理事を代理人として委任することができる。この場合、前２条の規

定の適用については、出席したものとみなす。 

 

（理事会の議決事項） 

第３０条 理事会は、この定款に別段の定めのある事項のほか、次の事項を審議決定する。 

１．総会の議決により委任された事項 

２．事業の執行に関する事項 

３．定款の施行に必要な細則の制定改廃に関する事項 

４．総会に付議すべき事項 

５．前各号のほか、本会の運営に関し必要な事項 

 

（監事の出席） 

第３１条 監事は、理事会に出席し、その職務に関し意見を述べることができる。 

 

（議事録） 

第３２条 会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１） 開会の日時及び場所 

（２） 会員又は理事の数及びその出席者数（委任者を含む） 

（３） 議決事項 

（４） 議事の経過要領及び発言者の発言要旨 
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（５） 議事録署名人の選任に関する事項（理事会においては、議長及び理事） 

   ２ 議事録には、議長及び出席会員の中から、会議において選出された議事録署名

人２名が、署名しなければならない。 

 

第 五 章  資産及び会計 

 

（資産の構成） 

第３３条 本会の資産は、次の各号をもって構成する。 

（１） 会費。 

（２） 寄付金品。 

（３） 資産から生ずる収入。 

（４） 事業に伴う収入。 

（５） その他の収入。 

 

（資産の管理） 

第３４条 本会の資産は、これを会長が管理し、その方法は、理事会の議決による。 

 

（資産の支弁） 

第３５条 本会の経費は、資産をもって支弁する。 

 

（予算及び決算） 

第３６条 会長は、毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書類を作成し、通常総会の７日

前までに、監事の監査を経て、次年度の収入支出予算とともに、総会の承認を得

なければならない。 

（１） 財産目録。 

（２） 貸借対照表。 

（３） 事業報告書。 

（４） 収支決算書。 

 

（剰余金の処分） 

第３７条 毎事業年度の決算により、剰余金を生じたときは、総会の議決を経て、その金

額を翌年度に繰り越すものとする。 

 

（事業年度） 

第３８条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
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第 六 章  事 務 局 

 

（職 員） 

第３９条 本会に、事務を処理するため事務局を置く。 

   ２ 事務局には、職員若干名を置き、会長がこれを任免する。 

   ３ 事務局の運営に関する規定は、理事会の議決を経て、会長が別に定める。 

 

第 七 章  支   部 

 

（支 部） 

第４０条 本会は、各労働基準監督署の管轄区域ごとに支部を設け、当該監督署の所在地

に事務所を置き、その地名を冠して呼称する。 

  ２ 前項の規定にかかわらず、本会の運営上必要な場合は総会の決議を得た上で、別

に支部を設けることができる。 

 

（支部の経費） 

第４１条 支部の経費は、本会において交付する。 

 

（支部規定） 

第４２条 支部総会、支部役員、その他支部の運営に必要な規定は、理事会の承認を得て、

会長が別に定める。 

 

第 八 章  定款の変更 

 

（定款の変更） 

第４３条 本定款は、総会において、出席者による過半数の同意を得、かつ、熊本労働局

長の認可を受けなければ、変更することはできない。 

 

第 九 章  解   散 

 

（解 散） 

第４４条 本会は、民法第６８条第１項第３号及び第４号並びに第２項第１号に該当する

事由により、解散する。 

   ２ 総会において解散の決議を行うには、総会員の３分の２以上の同意を要するも

のとする。 

 



 - 9 - 

（残余財産の処分） 

第４５条 前条の規定により、解散したときに存する残余財産は、総会の議決を経、かつ、

熊本労働局長の許可を得て、類似の目的をもつ他の公益法人に寄付するものとす

る。 

 

 

（清算人） 

第４６条 本会が解散したときは、会長が清算人となる。 

 

第 十 章  雑   則 

 

（施行細則） 

第４７条 本定款施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、会長が、別に定める。 

 

  附  則 

１．この定款は、熊本労働局長の設立許可があった日から施行する。 

２．役員及び監事の任期は、設立年度に限り、設立総会の日から次の通常総会の日までと

する。 

３．本会の、設立初年度の事業年度は、設立総会の日から昭和４４年３月３１日までとす

る。 

４．本会の設立当初の役員は、次の通りである。 

省 略 

５．この定款の変更規定は、熊本労働局長の認可があった日から施行する。 
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代 議 員 選 出 規 程 

 

昭和６０年５月１５日制定 

平成１３年１月２２日改正 

 

（１） 本会の総会は定款第２０条に基づきあらかじめ支部総会において選出された代議員

をもって構成することができる。 

 

（２） 代議員の定数は会員数の２０分の１とする。 

※ 但し、当分の間各支部の定数は次の通りとする。 

なお、１０％以内で増員することができる。 

熊本支部  ５０名   八代、玉名、人吉支部  各３０名 

本渡、菊池、阿蘇支部  各２０名     合計 ２００名 

 

（３） 代議員は本会各支部毎にその所属する会員が会員のうちから選任する。 

 

（４）代議員の任期は２年とし、任期満了後も支部から変更通知がない限り次期代議員に

推薦されたものと認める。 

   但し、任期中に当該事業場において異動があった場合は、後任者をあて残任期間と

する。 

 

 

本規程は昭和６０年５月１５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


